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P05 第1章 P11 指標の常勤・有給スタッフ1人以上のＮＰＯ数は、法人と非法人を合わ
せた数でしょうか。

【議事録より】　市民生活課で作成している市民活動団体名簿に載っ
ているＮＰＯ法人約200法人、ボランティア団体約200団体に対して、毎
年の内容更新手続きと合わせて調査しています。

P11 第2章 P17 町内会はＳ型デイサービスや地域防災などいろいろ活動しています
が、町内会とＮＰＯの連携や役割分担はどうなるのでしょうか。

【議事録より】　自治会・町内会活動の大半は、市民活動の定義に当
てはまりますので、本計画の対象に入ります。ＮＰＯは特定のテーマ
や分野について専門性が高く、自治会・町内会は特定の地域のことを
広く対象とするので、ＮＰＯの専門性を自治会・町内会活動で活かすと
いったような連携が考えられるのではないでしょうか。

P11 第2章 P17 町内会活動は、地区によって差が大きいと思います。静岡市ではあま
り聞かれませんが、町内会は地区の長老が会長なので、若い人たち
が活動しにくいことがあると聞きます。

【議事録より】　以前は、自治会・町内会活動には、みんながどの活動
にも一様に参加するという性格が強かったが、今は防犯、防災、環
境、子育てなど様々な自治会・町内会活動の中の興味のある部分に
参加し、全体として緩くつながるというＮＰＯ的な性格が加わってきてい
ると思います。

P11 第2章 P17 町内会と地区社協は役員が重なっているので、高齢者ケアは比較的
やっていると思いますが、子育て支援のような活動は十分ではない
し、関わる余裕もありません。仮に積極的理解がないとしても、せめ
て、若い人たちの活動の足を引っ張らなければいいのではないでしょ
うか。

自治会・町内会もＮＰＯ法人等も市民活動の重要な担い手です。これ
らの団体が特長を生かし合って、協働・連携を進めていく必要がありま
す。

P11 第2章 P17 町内会にも若い人が入ってほしいと思います。 自治会・町内会も市民活動の重要な担い手であり、世代を問わず、加
入促進を支援していきます。

P11 第2章 P17 町内会と市民活動はつながりがあるので、町内会の問題も触れるべ
きではないかと思います。

【議事録より】　今年合併する由比町では、町ぐるみのＮＰＯ法人づくり
が進んでいると聞いています。また、Ｓ型デイサービスなどの自治会・
町内会活動が発展して、ＮＰＯになることも当然あると思います。

P13 第3章 P19 企業現役世代の参加の促進に取り組んでほしいと思います。特に、社
員が活動しやすいような企業の配慮が大事です。そのようなサポート
をしている企業数を、指標として採用するようにしてください。具体的な
施策として、ボランティアの参加人数の多い企業を顕彰するなどが挙
げられます。また、企業に求める前に事業所の一つとして、市が率先
して、取り組むべきだと思います。

企業への働きかけにつきましては、経済団体等と協力し、効果的な施
策を検討していきます。また、市においては、一事業所として、研修等
の機会を通じ職員に意識啓発や情報提供等を行っています。公務に
支障がない限り、職員が行う市民活動については理解を示すようにし
ています。

※出席委員に対して意見や助言を求めた発言及びその回答は除いてあります。会議録を参照してください。
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P13 第3章 P19 次のような話を聞いたことがあります。社員のボランティア活動に理解
のある社長がいる企業があり、実際に盛んなのですが、外部の人が
それを取り上げてＰＲしようとしたら、「ボランティア活動が盛んというこ
とが上部の会社に知れたら、商品を安くする方への力を注ぐようプレッ
シャーをかけられてしまうのでやめてほしい」と言われたということでし
た。それが、実態だと思います。

企業への働きかけにつきましては、経済団体等と協力し、効果的な施
策を検討していきます。

P15 第3章 P21 財政的支援として、ＮＰＯへの寄付に対する優遇税制の拡大に取り組
んでほしいと思います。直接寄付する際に優遇されるには認定ＮＰＯ
法人になるしかないが、市を経由する方法を他で採っていると聞いた
ことがあります。

市民活動団体と市が連携、協力して調査、研究をすすめます。

P15 第3章 P21 （寄付については）社会福祉協議会を経由する方法は、すでにできて
います。

市民活動団体と市が連携、協力して調査、研究をすすめます。

P16 第3章 P22 指定管理者になると、営利事業にみなされて、直ちに課税対象になっ
てしまいますが、営利のためにやっているのではないので課税対象に
ならないよう研究をお願いします。

市民活動団体と市が連携、協力して調査、研究をすすめます。

P19 第4章 P5 市の事業を市民に外部委託することによってスリム化を図るということ
ですか。

【議事録より】　公共的なことは行政がやるべきであるという考え方で
はなく、適切な役割分担により社会的課題の解決を目指していくという
考え方に変わっていこうということです。結果として、行政のスリム化に
つながる面は否めません。

その他 計画づ
くり

参加者が少ないようだが、タウンミーティングは、どの程度、ＰＲしたの
でしょうか。

【議事録より】　広報しずおかに掲載するとともに、市内400団体に案内
を送付しました。

その他 計画づ
くり

答申には具体的施策が書いてありますが、計画案には書いてありま
せん。実行計画など別につくるのでしょうか。市として、どの程度、やる
気があるのでしょうか。役所の中の気運を高めてほしいと思います。

具体的な事業につきましては、別途一覧表等を作成し、進捗状況を管
理していきます。

※出席委員に対して意見や助言を求めた発言及びその回答は除いてあります。会議録を参照してください。


